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1――はじめに 

 

コロナ禍でテレワークの頻度が増えたのはどのような人なのか。ニッセイ基礎研究所が実施した独自の

WEBアンケート調査1を用いて、これまで 4回にわたる基礎研レターで、2020年 2月から 2021年 2月の間

のテレワークの頻度の変化について、様々な属性別に確認した結果を紹介してきた2。本稿はその締めくくり

となる 5回目として、これまでの基礎研レターで紹介した傾向をより厳密に確認するために、線形確率モデル

およびプロビットモデルの推定を行った結果を紹介する。 

 

2――推定したモデルについて 

 

推定した線形確率モデルとプロビットモデルの結果は、表１のとおりである。どちらのモデルも、被説明変

数は、２０２１年２月時点で、週に 1 日以上のテレワークを行っていた場合に１をとり、それ以外の場合に０をと

るダミー変数である。また、説明変数には、２０２０年２月時点で、週に 1 日以上のテレワークを行っていた場

合に１をとり、それ以外の場合に０をとるダミー変数および、企業規模、産業分類、性別、年齢等様々な属性

に関する変数が含まれている。また、２０２１年２月は、一部の都道府県に緊急辞退宣言が発令されていた時

 
1 「2021 年被用者の働き方と健康に関する調査」、2021 年 2 月-3 月に、18 歳-64 歳の被用者を対象として行われたWEB

アンケート調査(n=5,808)。調査方法や対象の詳細は、岩﨑敬子, 2021 年 10 月 13 日, 「コロナ禍でテレワークが増えたの

はどんな人か？ (1) 属性別のテレワーク頻度の変化：企業の規模/産業分類別」基礎研レター (https://www.nli-

research.co.jp/report/detail/id=69031?site=nli) を参照。 
2 岩﨑敬子 2021 年 10 月 13 日, 「コロナ禍でテレワークが増えたのはどんな人か？ (1) 属性別のテレワーク頻度の変化：

企業の規模/産業分類別」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69031?site=nli) 

岩﨑敬子 2021 年 10 月 14 日, 「コロナ禍でテレワークが増えたのはどんな人か？ (2) 属性別のテレワーク頻度の変化：

雇用形態/職種別」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69035?site=nli) 

岩﨑敬子 2021 年 10 月 15 日, 「コロナ禍でテレワークが増えたのはどんな人か？ (3) 属性別のテレワーク頻度の変化：

地域/通勤時間/通勤手段別」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69049?site=nli) 

岩﨑敬子 2021 年 10 月 18 日, 「コロナ禍でテレワークが増えたのはどんな人か？ (4) 属性別のテレワーク頻度の変化：

男女/年代/年収別」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69062?site=nli) 
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期である。緊急事態宣言下では、テレワークが推奨されるという可能性があり、その影響をとらえるために、２０

２１年２月に緊急辞退宣言下にあった都道府県3に居住している場合には１、そのほかの場合には 0 をとるダ

ミー変数を説明変数に含めた。 

 

3――産業分類と企業の規模：情報通信業および大企業に勤める人のテレワークが拡大 

 

まず、表１から、様々な観察可能な要因を考慮しても、勤める企業の産業分類によって、テレワークの拡大

状況が異なることがわかる。製造業や電気ガス業の人に比べて、情報通信業の人の間ではテレワークがより

拡大した一方、そのほかの業種の人の間でのテレワークの拡大傾向は小さかったことがわかる。また、企業規

模については、企業規模が大きいほど、係数が大きくなっていることから、企業規模が大きい企業で働いてい

る人の間で特に、テレワークが拡大した傾向がみられる。 

直接物を扱ったり、直接人と会ったりする必要がある業種では、テレワークの拡大が難しいことや、企業規

模が小さいと、業務がシステム化されにくい状況などを反映している可能性が考えられる。 

 

4――雇用形態と職種：正社員および管理職・専門職等のテレワークが拡大 

 

また、表１から、雇用形態によっても、テレワークの拡大傾向が異なることが確認できる。正社員の人と契約/

派遣社員の人を比べると、契約/派遣社員の人の間では、テレワークの拡大傾向が小さいようだ。また、職種

によっても、テレワークの拡大状況が異なる傾向があることが示されている。管理職の人と比べると、事務職、

医療福祉・教育関係の専門職、営業職、販売職、生産・技能職、接客サービス職、運輸・通信職の人のテレワ

ークの拡大傾向は小さい。 

職種については、産業分類と同様に、実際に物を触ったり、人と会ったりする必要がある職種ではテレワー

クの拡大傾向が低い可能性がある。また、業種や産業分野をコントロールした上でも、契約/派遣社員の人の

方が、テレワークの拡大傾向が小さいことから、個々の会社で、契約/派遣社員と正社員では、テレワーク実施

について何等かのルールの違いなどが設定されている場合がある可能性も示唆される。 

 

5――地域と通勤時間/手段：南関東在住者、長時間通勤者・公共交通機関での通勤者のテレワークが拡

大 

 

さらに、表１から、緊急事態宣言下のダミー変数はプラスであることから、緊急事態宣言下では、テレワーク

が拡大した傾向がみられる。さらに、緊急事態宣言の状況や企業規模等を考慮した上でも地域によって、テ

レワークの拡大傾向が異なることが確認できる。具体的には、北海道地区に比べて、南関東地区（東京都、

埼玉県、千葉県、神奈川県）は、テレワークの拡大傾向が大きい。そして、四国地区（香川県、愛媛県、徳島

県、高知県）では、少し拡大傾向が小さいようだ。業種や企業規模、緊急事態宣言等を考慮した上でも、地域

 
3 2021 年 2 月は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、愛知県、岐阜県、大阪府、京都府、兵庫県、福岡県が、緊急事態

宣言下にあった。栃木県も 2 月 1 日時点では緊急事態宣言下にあったものの 2 月 7 日で対象外となったため、今回の緊急事

態宣言下にあった都道府県には含めていない。 
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ごとに異なる傾向が残っていることから、テレワーク拡大と地域の関係については、今後さらなる検証が必要

だろう。 

  また、通勤時間については、通勤時間が 10 分以内の人に比べて、それより長い人の方がテレワークの拡

大傾向が強いことが確認できる。さらに、通勤手段については、自家用車やバイクで通勤している人に比べ

て、公共交通機関や、徒歩・自転車で通勤している人の間でよりテレワークが拡大した傾向がみられる。こうし

た傾向がみられる要因についても、今後検証が必要だが、公共交通機関の利用を避けることで感染対策して

いたり、通勤時間が長いほど、テレワークを行うことによる通勤時間削減のメリットが大きかったりすることが要

因として考えられる。 

  

6――男女、年代、年収: 男女差見られず、若年者、年収が高い人のテレワークが拡大 

 

 また、「コロナ禍でテレワークが増えたのはどんな人か？ (2) 属性別のテレワーク頻度の変化：男

女/年代/年収別」で、女性に比べて男性の間で、テレワークが拡大した傾向がみられることを紹介し

たが、企業規模等のそのほかの要因をコントロールすると、男女でテレワークの拡大状況に、統計的

に有意な違いは見られなかった。年齢については、係数が負で有意であり、年齢が低い人ほど、テレ

ワークが拡大した傾向が示唆される。さらに、年収については、年収が高くなっていくほど係数が大

きくなっていることから、企業規模等をコントロールした上でも、年収が高い人ほど、テレワークが

拡大した傾向が確認できる。 

年齢が低い人の間でテレワークが拡大した要因としては、デジタルネイティブ世代の多い若者ほど、

テレワークの利用に積極的である可能性が考えられる4。さらに、産業分野や職種、企業規模等を考慮した上

でも、年収の高い人の間での方が低い人に比べてテレワークが拡大した傾向がみられることから、テレワーク

行うための自宅設備等の環境などがテレワークの活用状況に影響している可能性が考えられるかもしれな

い。 

 

7――おわりに 

 

本稿を含めた 5回の基礎研レターでは、ニッセイ基礎研究所が行った独自の WEB調査のデータを用

いた分析から、コロナ禍でのテレワークの拡大状況は、産業分野や、企業規模、雇用形態、職種、地

域、通勤時間、通勤手段、年代、年収といった様々な属性によって異なる傾向があることを紹介して

きた。これらの違いからは、テレワーク拡大についての様々な課題が示唆される。今後こうした課題

やテレワーク拡大の影響が明らかになっていくことで、コロナ後の多様な働き方を支えるシステムが

よりよいものになっていくことが期待される。 

  

 
4 久我尚子, 2021 年 1 月 19 日「年代別に見たコロナ禍の行動・意識の特徴～働き方編若いほどテレワークに積極的な一

方、現場業務の負担も」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/files/topics/66656_ext_18_0.pdf?site=nli)  

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69035?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=69035?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/66656_ext_18_0.pdf?site=nli


4｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2021-10-19｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

表 1．線形確率モデルとプロビットモデルの推定結果 

モデル： 線形確率 Probit 

2020 年に週 1 日以上のテレワーク有 0.538*** 1.845*** 

 (0.017) (0.079) 

産業分野：製造/電気ガス 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

産業分野：建設/農林/鉱業 -0.0470** -0.157+ 

 (0.020) (0.099) 

産業分野：情報通信 0.0899*** 0.304*** 

 (0.024) (0.089) 

産業分野：運輸/郵便 -0.116*** -0.577*** 

 (0.023) (0.133) 

産業分野：卸売り/小売り -0.0640*** -0.252*** 

 (0.020) (0.092) 

産業分野：金融/不動産/専門 -0.0411** -0.167** 

 (0.021) (0.082) 

産業分野：宿泊/飲食/娯楽 -0.121*** -0.646*** 

 (0.023) (0.149) 

産業分野：教育/医療 -0.125*** -0.651*** 

 (0.020) (0.120) 

産業分野：サービス -0.0461** -0.141+ 

 (0.019) (0.088) 

産業分野：公務 -0.0706** -0.236+ 

 (0.032) (0.161) 

企業規模：100 人未満 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

企業規模：100 人～999 人 0.0404*** 0.265*** 

 (0.011) (0.063) 

企業規模：1000 人以上 0.0959*** 0.507*** 

 (0.012) (0.061) 

雇用形態：正社員 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

雇用形態：契約/派遣社員 -0.0365*** -0.174** 

 (0.013) (0.079) 

職種：管理職 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

職種：事務職 -0.0526** -0.193** 

 (0.022) (0.092) 

職種：事務系専門職 0.0346 0.143 

 (0.029) (0.112) 

職種：技術系専門職 -0.00219 -0.0474 

 (0.024) (0.093) 

職種：医療福祉、教育関係の専門職 -0.0692** -0.405** 

 (0.028) (0.165) 

職種：営業職 -0.0830*** -0.329*** 

 (0.026) (0.109) 

職種：販売職 -0.179*** -1.027*** 

 (0.029) (0.198) 

職種：生産、技能職 -0.182*** -0.973*** 

 (0.023) (0.114) 

職種：接客サービス職 -0.111*** -0.567*** 

 (0.026) (0.146) 

職種：運輸・通信職 -0.142*** -0.946*** 

 (0.030) (0.198) 
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表 1．線形確率モデルとプロビットモデルの推定結果（続き） 

モデル： 線形確率 Probit 

地区：北海道地区 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

地区：東北地区 -0.0225 -0.179 

 (0.022) (0.156) 

地区：北関東地区 0.00076 0.0267 

 (0.024) (0.155) 

地区：南関東地区 0.0935*** 0.356** 

 (0.025) (0.148) 

地区：北陸・甲信地区 -0.0178 -0.159 

 (0.021) (0.153) 

地区：東海地区 0.0143 0.116 

 (0.024) (0.145) 

地区：近畿地区 0.00329 0.0424 

 (0.024) (0.147) 

地区：中国地区 -0.00011 -0.00315 

 (0.022) (0.152) 

地区：四国地区 -0.0426* -0.313+ 

 (0.025) (0.208) 

地区：九州地区 -0.0017 0.0197 

 (0.021) (0.140) 

通勤手段：自家用車・バイクが中心 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

通勤手段：公共交通機関が中心 0.0843*** 0.380*** 

 (0.013) (0.061) 

通勤手段：徒歩・自転車が中心 0.0310** 0.267*** 

 (0.013) (0.072) 

通勤時間：10 分以内 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

通勤時間：11 分～30 分未満 0.0116 0.125+ 

 (0.011) (0.086) 

通勤時間：30 分～60 分未満 0.0423*** 0.307*** 

 (0.014) (0.089) 

通勤時間：60 分～90 分未満 0.0438** 0.293*** 

 (0.019) (0.102) 

通勤時間：90 分以上 0.0485* 0.277** 

 (0.029) (0.130) 

性別：女性 0.00288 0.0341 

 (0.011) (0.055) 

年齢 -0.000822** -0.00562*** 

 (0.000) (0.002) 

年収：300 万円未満 参照カテゴリー 参照カテゴリー 

年収：300～700 万円未満 0.0337*** 0.219*** 

 (0.011) (0.067) 

年収：700～1000 万円未満 0.101*** 0.490*** 

 (0.020) (0.092) 

年収：1000 万円以上 0.121*** 0.466*** 

 (0.028) (0.117) 

緊急事態宣言下 0.0244+ 0.162* 

 (0.015) (0.087) 

N 5808 5808 

自由度調整済決定係数（Probit は疑似） 0.409 0.394 

注）２０２１年２月時点で、週に 1 日以上のテレワークを行っていた場合に１をとり、それ以外の場合に０をとるダミー変数。 ( ) 内には頑健な標

準誤差を表示。切片は表示を省略。そのほかに表示を省略している変数は、 

+ p<0.15、* p<0.10、 ** p<0.05、 *** p<0.01 


